
平成２８年度 

福島県の原子力災害による避難指示区域等の 

住民意向調査 全体報告書 

平成 29 年３月 

復  興  庁 



 

 

  



 

目  次 

 

Ⅰ 調査の概要 ··································· 1 

１－１ 調査目的 ······························· 3 

１－２ 調査主体 ······························· 3 

１－３ 主な調査項目 ····························· 3 

１－４ 調査設計 ······························· 3 

１－５ 回答者の属性（年齢） ························· 4 

１－６ 報告書の見方 ····························· 5 

Ⅱ 調査結果 ···································· 7 

２－１ 現在の状況 ······························ 9 

２－１－１  現在の避難先自治体など ··················· 9 

２－１－２  現在の住居形態 ······················ 12 

２－１－３  職業（就業形態） ····················· 14 

２－１－４  職業（業種） ······················· 16 

２－１－５  世帯構成 ························· 18 

２－１－６  世帯人数 ························· 20 

２－１－７  震災発生当時の住まいの行政区 ··············· 22 

２－１－８  震災発生当時の住居形態 ·················· 26 

２－２ 将来の意向 ····························· 28 

２－２－１  帰還意向など ······················· 28 

２－２－２  帰還時期・帰還まで待てる年数など ············· 32 

２－２－３  帰還する場合の家族 ···················· 35 

２－２－４  帰還する場合の住居形態など ················ 36 

２－２－５  帰還する場合に元の持ち家以外を希望する理由 ········ 40 

２－２－６  帰還する場合に今後の生活において必要な支援など ······ 42 

２－２－７  帰還を判断する上で必要と思う情報など ··········· 46 

２－２－８  現時点で戻らないと決めている理由など ··········· 50 

２－２－９  帰還しない場合に居住したい自治体 ············· 54 

２－２－10 帰還しない場合に今後の住まいとして希望する住居形態など ·· 56 

２－２－11 帰還しない場合に今後の生活において必要な支援 ······· 60 

２－２－12 町・村との“つながり”を保ちたいか ············ 62 

 



 

 



 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

Ⅰ 調査の概要 
 

 

1



  

 

 

 

  







Ⅰ 調査の概要 

 

 

１－６ 報告書の見方 

・調査数（n ＝ Number of cases）とは、回答者総数あるいは分類別の回答者数のことである。 

・回答の構成比は百分率であらわし、小数点第２位を四捨五入して算出している。従って、回答比率の

合計が 100％にならない場合がある。 

・回答者が２つ以上の回答をすることができる多肢選択式の質問においては、全ての選択肢の比率を合

計すると 100％を超える。 

・図表および文章中で、選択肢の語句等を一部簡略化している場合がある。 

・調査数（n 値）が少数（概ね 30 を下回る）のものは、統計上、回答構成比の信頼性が低いため、文

章中の分析では言及していない。 

・川内村は震災発生時の居住行政区により、調査票を２種類にわけて質問しているが、一部質問番号が

異なっている箇所があるため、以下のように質問番号を付与している。 

第８行政区（旧居住制限区域）以外にお住まいだった方 ⇒ 質問番号の末尾に「A」 

第８行政区（旧居住制限区域）にお住まいだった方  ⇒ 質問番号の末尾に「B」 

※質問番号が同じ場合は、質問番号の末尾に「A」「B」の記載なし 

・本報告書は、各市町村で実施した類似の設問毎に整理しているが、同一項目として整理している設問

であっても、一部、設問内容や回答対象が異なっている場合がある。 
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